
議案第１３３号

令 和 ７ 年 度

五所川原市水道事業会計補正予算書



令和７年度五所川原市水道事業会計補正予算（第１号）

（総　　　則）
第１条　令和７年度五所川原市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）
第２条　令和７年度五所川原市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　支　　　　出
第１款　水道事業費用
第１項

（債務負担行為）
第３条　予算第５条に定めた債務負担行為を、次のとおり補正する。

追加

（企業債）
第４条　予算第６条に定めた企業債の利率を次のように改める。

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

１,７７５,０７４ 千円 １２,３５１ 千円 １,７８７,４２５ 千円
営 業 費 用 １,６９６,９１６ 千円 １２,３５１ 千円 １,７０９,２６７ 千円

事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

年３．０％以内 年４．０％以内

浄水場警備業務 令和８年度から令和８年度まで １４,０００ 千円

水質基準項目等水質検査業務 令和８年度から令和８年度まで １９,０００ 千円

起債の目的 補　正　前 補　正　後

水道事業に充てるため
（ただし、利率見直し方式とした場合に
あって、利率の見直しを行った後は、当
該見直し後の利率）

（ただし、利率見直し方式とした場合に
あって、利率の見直しを行った後は、当
該見直し後の利率）
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第５条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

（１）

令和７年１２月４日提出

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

職 員 給 与 費 １４９,５９３ 千円 １２,３５１ 千円 １６１,９４４ 千円

五所川原市長　　佐々木　孝　昌　　
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補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１ 令 和 ７ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

２ 令和７年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

３ 令 和 ７ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

４ 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

５ 令 和 ７ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和７年度五所川原市水道事業会計補正予算実施計画

(収益的収入及び支出）

支 出

款 項 目 既決予定額（千円） 補正予定額（千円） 計（千円）

水 道 事 業 費 用 １,７７５,０７４ １２,３５１ １,７８７,４２５

営 業 費 用 １,６９６,９１６ １２,３５１ １,７０９,２６７

原水及び浄水費 ６１７,９７５ １２,５２０ ６３０,４９５

配水及び給水費 １２９,８２７ △ ８９７ １２８,９３０

業 務 費 ８９,８７２ △ ３,６５６ ８６,２１６

総 係 費 ５８,７８９ ４,３８４ ６３,１７３
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１ 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
当 年 度 純 利 益

　　　 減 価 償 却 費
　　　 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（△は減少）
　　　 長 期 前 受 金 戻 入 額
　　　 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費
　　　 有 形 固 定 資 産 除 却 費
　　　 未 収 金 の 増 減 額（△は増加）
　　　 未 払 金 の 増 減 額（△は減少）
　　　 た な 卸 資 産 の 増 減 額（△は増加）
　　　 引 当 金 の 増 減 額（△は減少）
　　　 そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額（△は減少）

小 計
　　　 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 費

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

２ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　　　 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
　　　 国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入
　　　 国 庫 補 助 金 等 の 返 還 に よ る 支 出
　　　 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

３ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
そ の 他 の 企 業 債 に よ る 収 入
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 増 加 額（又は減少額）
 資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

２　令和７年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：千円）

△２９１,６９３
４８１,２０４

４０１
△４１,０３７

７７,１５８
４,０４４

△４,６３３
９,８１８

△９０
９３４

１０
２３６,１１６
△７７,１５８
１５８,９５８

△５３０,９４０
７,５００
△１３８

△５２３,５７８

３８３,５００
△３６７,２４７

２５５,２００
２７１,４５３

△９３,１６７
１,５９５,８２１
１,５０２,６５４
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１　総　括

３　令和７年度五所川原市水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (561) (0) (561) (30) (591)

0 20 0 81,037 44,819 125,856 35,497 161,353

(2) (2,462) (636) (3,098) (462) (3,560)

0 18 0 73,474 40,308 113,782 32,251 146,033

(△ 1) (△ 1,901) (△ 636) (△ 2,537) (△ 432) (△ 2,969)

0 2 0 7,563 4,511 12,074 3,246 15,320

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(0) (0) (0)

2,094 18,740 15,520 1,480 1,199 304 2,150 1,524 78 1,730

(442) (170) (24)

1,500 16,719 13,801 1,308 1,330 648 1,670 1,524 78 1,730

(△ 442) (△ 170) (△ 24)

594 2,021 1,719 172 △ 131 △ 344 480 0 0 0

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

区　　　　　　分
法定福利費 合　　計

補　正　後

補　正　前

比　１　較

区　　　　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

補　正　後

補　正　前

比　　　較

手当の　　　　
内　訳
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（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

（ア）会計年度任用職員以外の職員

職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補　正　後 20 81,037 44,819 125,856 35,497 161,353

補　正　前 18 73,474 40,308 113,782 32,251 146,033

比　１　較 2 7,563 4,511 12,074 3,246 15,320

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

補 正 後 2,094 18,740 15,520 1,480 1,199 304 2,150 1,524 78 1,730

補 正 前 1,500 16,719 13,801 1,308 1,330 648 1,670 1,524 78 1,730

比 較 594 2,021 1,719 172 △ 131 △ 344 480 0 0 0

（イ）会計年度任用職員

職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (561) (0) (561) (30) (591)

(2) (2,462) (636) (3,098) (462) (3,560)

(△ 1) (△ 1,901) (△ 636) (△ 2,537) (△ 432) (△ 2,969)

（千円） （千円） （千円）

(0) (0) (0)

(442) (170) (24)

(△ 442) (△ 170) (△ 24)

区　　　　　　分
法定福利費 合　　計

手当の　　　　
内　訳

区　　　　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

区　　　　　　分
法定福利費 合　　計

補　正　後

補　正　前

比　１　較

区　　　　分
期末手当 勤勉手当 通勤手当

補　正　後

補　正　前

比　　　較

手当の　　　　
内　訳
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通勤手当

３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増減事由別内訳 (千円） 説　　明 備　　　　　　　考

給与改定に伴う

増 減 分

給与改定に伴う 期末手当 727 42

増 減 分 勤勉手当 979

扶養手当 594 通勤手当 △ 173

期末手当 1,294 寒冷地手当 172

勤勉手当 740 児童手当 480

住居手当 △ 344

区　　　　　　　　　　　　分 行　政　職

平 均 給 料 月 額 (円） 332,585

平 均 給 与 月 額 (円） 355,810

平 均 年 齢 (歳） 44歳　2月

平 均 給 料 月 額 (円） 335,173

平 均 給 与 月 額 (円） 358,940

平 均 年 齢 (歳） 46歳  5月

一般会計の制度

行　政　職　(円）

高 校 卒 206,700 206,700

大 学 卒 237,600 237,600

給 料 7,563

2,574 給与改定に伴う増分 給料 2,574

その他の増減分 4,989 職員の異動等に伴う増分 給料 4,989

職 員
手 当

4,511

1,748 給与改定に伴う増分

その他の増減分 2,763 職員の異動等に伴う増減分

令和７年１１月１日現在

令和６年１１月１日現在

区 分 行　政　職　(円）
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（級別の基準となる職務）

（３） 級 別 職 員 数

行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

７　級 1 5.0

６　級

５　級 3 15.0

４　級 6 30.0

３　級 3 15.0

２　級 4 20.0

１　級 3 15.0

計 20 100.0

７　級

６　級 1 5.5

５　級 3 16.7

４　級 8 44.4

３　級

２　級 3 16.7

１　級 3 16.7

計 18 100.0

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

単 純 労 務 職 ― ― 技 能 技 師　・　技 能 主 事

区 分

令和７年１１月１日現在

令和６年１１月１日現在
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（４） 昇　給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

職 員 数(Ａ)(人) 20

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 16

１号給 (人)

２号給 (人) 1

３号給 (人)

４号給 (人) 15

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) 80.0

職 員 数（Ａ）(人) 18

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) 14

１号給 (人)

２号給 (人) 1

３号給 (人)

４号給 (人) 13

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) 77.8

号給数内訳

号給数内訳

補
１
１　
正　　
１
１
後

補
１
１　
正　　
１
１
前
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

(1.200) (1.250) (2.45)

(2.275) (2.375) 4.65

(1.200) (1.200) (2.40)

(2.275) (2.275) 4.55

(1.200) (1.250) (2.45)

(2.275) (2.375) 4.65

※（　）内は、再任用職員の支給率

区 分 備 考

補 正 後 有

補 正 前 有

一般会計の制度 有
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４　債務負担行為に関する調書

(単位：千円）

前年度末までの支払 当該年度以降の支

義務発生（見込）額 払義務発生予定額

当 年 度 損 益
勘定留保資金

令和８年度から

令和８年度まで

水 質 基 準 項 目 等 令和８年度から

水 質 検 査 業 務 令和８年度まで

事　　　　　　　項 限 度 額

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 給水収益 企業債

浄 水 場 警 備 業 務 14,000 14,000 14,000

19,000 19,000 19,000
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１
（１）

イ
ロ
ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

（２）
イ
ロ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）

５　令和７年度五所川原市水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 339,236
立 木 430
建 物 896,519
減 価 償 却 累 計 額 △ 499,459 397,060
構 築 物 20,713,509
減 価 償 却 累 計 額 △ 10,760,014 9,953,495
機 械 及 び 装 置 2,438,285
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,550,870 887,415
車 両 運 搬 具 17,960
減 価 償 却 累 計 額 △ 16,973 987
工 具 、 器 具 及 び 備 品 71,814
減 価 償 却 累 計 額 △ 66,906 4,908
建 設 仮 勘 定 33,267

有 形 固 定 資 産 合 計 11,616,798
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 2,547
電 話 加 入 権 123

無 形 固 定 資 産 合 計 2,670
投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資 26
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 26
固 定 資 産 合 計 11,619,494

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 1,502,654
未 収 金 165,208
貸 倒 引 当 金 △ 13,845 151,363

貯 蔵 品 25,922
流 動 資 産 合 計 1,679,939
資 産 合 計 13,299,433
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３
（１）

４
（１）
（２）
（３）
（４）

５
（１）
（２）

６

７
（１）

イ
ロ
ハ
ニ

 

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 6,027,443
固 定 負 債 合 計 6,027,443

流 動 負 債
企 業 債 392,961
未 払 金 147,829
引 当 金 12,751
その他流動負債 35,862
流 動 負 債 合 計 589,403

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 2,405,904
収 益 化 累 計 額 △ 1,354,565
繰 延 収 益 合 計 1,051,339
負 債 合 計 7,668,185

資　　　　本　　　　の　　　　部
資 本 金 4,543,827

剰 余 金
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 324,482
利 益 積 立 金 50,222
建 設 改 良 積 立 金 633,067
当年度未処分利益剰余金 79,650

利 益 剰 余 金 合 計 1,087,421
剰 余 金 合 計 1,087,421
資 本 合 計 5,631,248
負 債 資 本 合 計 13,299,433
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注記
１ 重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　建物　　　　　　　１５～５０年
　　　構築物　　　　　　１０～４０年
　　　機械及び装置　　　　８年
　　　車両運搬具　　　　　５年
　　　工具、器具及び備品　５～１５年
ロ　無形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　ダム使用権　　　　５５年

（３）引当金の計上方法
イ　退職給付引当金
　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職
　　給付引当金は計上していない。
ロ　賞与引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（
　　１２月から３月までの４カ月分）を計上している。
ハ　貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３ 長期継続契約に係るリース債務
　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続
契約に係るものは以下の金額である。

　　１年内　　 円
　　１年超 円
　　　計 円

２,７４３,１７６
８,２１５,８４３

１０,９５９,０１９
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４ その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金１２,０４９千円を取り崩しする予定である。
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